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第４章 施策の展開 

基本目標１ 

つながり支え合う人・地域づくり 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市民一人ひとりが地域福祉を自分自身にも関わる身

近なこととして理解し、地域で声をかけ合うなどの意識

を持つことが地域共生社会の実現に向けた第一歩とな

ります。 

一人ひとりが地域におけるつながりや支え合いを意

識し、自分にできることを考え、行動できるよう、様々

な機会を通じて福祉に関する意識醸成や学習支援のほ

か、地域活動への参加促進や支援等を通じてつながり支

え合う人・地域づくりを進めます。 

 

施策の展開：４項目 

取組の方針：９項目 
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施策の展開 

地域福祉の意識醸成と地域活動の主体的参加促進 
１ 

 

地域福祉への関心を高め、互いに支え合う意識の醸成を図るため、出前

講座の実施等、様々な機会を通じて地域福祉の大切さをわかりやすく伝え

ます。また、地域活動への参加をきっかけとしたつながりづくりを進め、

共生の心を育むとともに、次世代につながる取組を推進します。 

各主体ができること 

 

市民ができること 

●身近な地域で顔の見えるつながりをつくり

ましょう。 

●近所の人へのちょっとした手助けや見守りな

ど、自分ができることから始めてみましょう。 

●自治会や地域まちづくり推進委員会、地区

社会福祉協議会等が行う地域活動に参加し

ましょう。 

 
地域・団体ができること 

●福祉やまちづくりに関する研修や講座を企

画しましょう。 

●地域活動に気軽に参加しやすい雰囲気をつ

くりましょう。 

●誰もが参加できる、参加しやすい企画や運営

に努めましょう。 

   

関係機関ができること 

●地域活動やまちづくり活動に参加・協力し

ましょう。 

●各種講座の講師派遣に協力しましょう。 

●行政の担当部署と連携し、地域の資源や人材

を活かした福祉教育を推進しましょう。 

●事業所も地域の一員として、地域貢献活動

を考えてみましょう。 

 
行政ができること 

●自治会加入や地域活動への参加に関する市

民の理解を促進します。 

●誰もが参加しやすい地域コミュニティづく

りを推進します。 

●地域活動への参加をきっかけとしたつなが

りづくりを進めます。 

●福祉に関する啓発、情報発信、学びの機会の

提供を行います。 
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第４章 施策の展開 

➊ 地域福祉に関する意識向上と学びの推進 

市民が地域福祉への関心を高め、互いに支え合うことができる地域づくりを進めるために、福祉

に関する啓発活動を行うとともに、福祉体験や出前講座等により地域福祉を知る機会の充実を図り

ます。また、子どもの頃から「福祉の心」を育むために、体験や交流のプログラムを取り入れた福祉

教育を推進します。 
 

■主な取組 

 項目名 内容 所管課 

01 
ふれあい福祉体験 

研修事業 

小・中学校や民間企業に障がいのある人や福祉関係者

を講師として派遣し、講話や福祉体験（車いす利用等）

を実施します。また、受講者増加に向け、広報活動の

充実を図ります。 

障がい福祉課 

(市社会福祉協議会) 

02 市政出前講座 
市民（団体・グループ等）からのリクエストに応じて、市

役所の職員が出向き、市政に関する講座を実施します。 

生涯学習課 

(講座内容担当課) 

03 社会教育講座開設事業 

「まちづくり」「福祉」「ボランティア」「健康づくり」

「子育て」等の地域福祉に関する多様なテーマの講座

を実施し、市民のニーズに応じた学習の機会を提供し

ます。 

地域コミュニティ課 

生涯学習課 

(各地域市民福祉課) 

➋ 地域活動への住民参加の推進 

地域活動に関する情報提供の充実を図るとともに、地域コミュニティを担う団体である自治会へ

の加入促進に向けた啓発活動を行い、地域活動に参加するきっかけづくりに取り組みます。 
 

■主な取組 

 項目名 内容 所管課 

01 自治会加入の促進 

自治会加入を促進するため、区域、世帯数、会費、活

動内容など、自治会に関する情報を市ＨＰ等で広く公

開し、自治会活動の周知広報に取り組みます。 

地域コミュニティ課 

02 
地域活動の情報提供に 

対する支援 

地域まちづくり推進委員会や地区社会福祉協議会の

活動内容を広く周知するため、各団体の広報紙記事作

成のための情報提供等を行います。 

地域コミュニティ課 

福祉総務課 

(市社会福祉協議会) 
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施策の展開 

人材育成、担い手づくり 
２ 

 

地域福祉を推進し、地域共生社会を実現するためには、地域福祉活動に

取り組む担い手、とりわけ若い世代の担い手の確保・育成が不可欠です。

市民の地域福祉に対する関心を高め、活動に参加するきっかけづくりを行

うなど、新たな担い手の確保・育成に向けた取組を進めます。また、活動

の中核を担うリーダーの育成に取り組みます。 

各主体ができること 

 

市民ができること 

●一人ひとりが地域の担い手として、できる

ことから始めてみましょう。 

●各団体の役員や委員の活動をサポートしま

しょう。 

●認知症サポーター養成講座等の人材育成の

ための講座や研修に参加しましょう。 

 
地域・団体ができること 

●各団体は人材確保に向け、活動への参加の呼

びかけや、参加のきっかけづくりに取り組み

ましょう。 

●学生や若者が気軽にボランティアや地域福

祉活動にふれる機会をつくりましょう。 

●地域での活動に関する情報を幅広い世代に

向けて積極的に発信しましょう。 

●若手リーダーの確保・育成に取り組みましょう。 

   

関係機関ができること 

●行政と連携し、福祉を支える人材を育成し

ましょう。 

●地域の組織・団体等と情報を共有し、できる

支援を行いましょう。 

●ボランティア養成の各種講座のほか、ボラン

ティア体験やイベントを開催しましょう。 

●他の関係機関とも連携し、職場や学校、地域

において福祉にふれる機会や場を創出する

ための働きかけを行いましょう。 

 
行政ができること 

●日常の助け合いを支える担い手の育成を進

めます。 

●市社会福祉協議会や地域の組織・団体と協力

し、地域福祉活動を担うリーダーの育成を図

ります。 
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第４章 施策の展開 

➊ 地域福祉の担い手となる人材の育成 

地域福祉や地域のまちづくりを担う人材育成、ボランティアの養成に取り組むとともに、その人

材が地域で活躍できるよう、情報提供や活動の連携に努めます。 

 

■主な取組 

 項目名 内容 所管課 

01 

民生委員・児童委員、 

福祉協力員に対する 

説明会・研修の実施 

地域福祉活動に取り組む民生委員・児童委員、見守り

活動を行う福祉協力員に対して、より良い活動が実践

できるよう取組事例の共有、知識や制度に関する説明

会や研修を実施します。 

福祉総務課 

(市社会福祉協議会) 

02 
認知症サポーター 

養成講座 

認知症に対する正しい知識について、子どもから高齢

者までの幅広い世代に啓発を行い、理解促進を図ると

ともに、認知症の人やその家族の理解者・支援者とな

る認知症サポーターを養成するための講座を開催し

ます。 

地域包括ケア推進課 

03 
市民活動センターの運営・ 

ボランティア活動の推進 

市民活動団体やボランティアの総合的な支援の拠点

として、会議スペース・機材の提供や、相談・交流・

情報提供等の支援を行う「宮崎市民活動センター」を

運営します。 

また、市民活動・ボランティアの普及・啓発を図るた

め、市民・学生を対象とした講座や市民参加型のイベ

ント等を継続して開催します。 

文化・市民活動課 

04 
防災士活動支援事業 

補助金 

防災士の資格取得を支援することにより、地域防災の

担い手を養成し、地域防災力の向上を推進することを

目的として防災士の資格を取得された方に「防災士資

格試験受験料」及び「防災士資格認証登録料」の助成

を行います。 

危機管理課 
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➋ 担い手を支える体制の支援 

地域福祉は住民同士の小さな支え合いから始まり、それが積み重なることで大きな支援につなが

ります。多くの人が福祉活動に意欲的に取り組み、その活動を継続していけるよう、担い手を支え

る体制の支援に取り組みます。 

 

■主な取組 

 項目名 内容 所管課 

01 

宮崎市民生委員児童委員

協議会、地区民生委員児

童委員協議会への支援 

宮崎市民生委員児童委員協議会及び地区民生委員児

童委員協議会の運営や活動を支援し、活動の活性化を

図ります。 

福祉総務課 

(市社会福祉協議会) 

02 
地域福祉活動推進の 

支援 

宮崎市社会福祉協議会が行う地域福祉活動推進にか

かる運営費や地区社会福祉協議会の活動に要する費

用の一部を助成し、地域福祉活動の活性化を図りま

す。 

福祉総務課 

(市社会福祉協議会) 

03 老人クラブ活動の支援 

老人クラブの活動費や結成費用の一部を助成するほ

か、老人クラブの若手リーダー育成強化のための費用

の一部を助成し、活動の活性化を図ります。 

福祉総務課 

04 
ファミリー・サポート・

センターの運営 

子育ての手助けを求める依頼会員と子育ての協力が

できる援助会員を登録し、援助活動に関する連絡や調

整を行う「ファミリー・サポート・センターみやざき」

を運営するとともに、会員増加に向けた取組を実施し

ます。 

子育て支援課 

05 自治会助成事業 

地域のまちづくりにおいて最も身近な団体である自治

会の活動が活性化するよう、運営費の一部を助成しま

す。 

地域コミュニティ課 

06 
地域コミュニティ活動 

交付金 

地域の課題を解決するためのまちづくり活動に取り

組む地域まちづくり推進委員会に対して、地域コミュ

ニティ活動交付金を交付します。 

地域コミュニティ課 
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第４章 施策の展開 

施策の展開 

交流の場や居場所づくり 
３ 

 

地域における居場所づくりや見守り活動は重要な取組であり、様々な方

の協力を得ながら進められています。世代や属性にかかわらず、多様な人

が気軽に集い、交流できる場や機会を増やすことで、地域の交流の活性化

を促し、地域におけるつながりの創出や支え合いにつなげます。 

各主体ができること 

 

市民ができること 

●地域の中で自分らしくいられる居場所を見

つけましょう。 

●各団体が実施する行事やイベント、サーク

ル活動、サロンに誘い合って参加しましょ

う。 

●参加した感想や体験を周囲の人に伝え、仲

間を増やしましょう。 

 地域・団体ができること 

●地域の特性や資源を活かしつつ、誰もが気軽

に集える交流や情報交換の場をつくり、参加

を呼びかけましょう。 

●誰もが参加しやすい活動や行事を企画し、地

域における交流の機会を充実させましょう。 

   

関係機関ができること 

●市民や地域の組織・団体のニーズの把握に

努め、行政とともに活動しやすい交流の場

づくりに取り組みましょう。 

●交流の場づくりや住民の交流活動を支援し

ましょう。 

●地域行事のポスター、チラシの掲示や配布

に協力しましょう。 

●会議室や空きスペースを地域に提供し、活

動を支援しましょう。 

 行政ができること 

●世代や属性を問わない地域における居場所

づくりを推進します。 

●各団体が行う交流の場や居場所づくり及び

その運営を支援し、つながりづくりを進めま

す。 

●活動の拠点となる施設の運営を行います。 
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➊ 地域資源を活用した交流促進 

交流センター等の公共施設や事業所の空きスペースといった地域資源を活用し、地域に暮らす誰

もが日常的にふれ合い、交流できる場の提供や機会の充実を図ります。 

 

■主な取組 

 項目名 内容 所管課 

01 交流センター等の運営 

交流、地域活動及び生涯学習の拠点として、市民が快

適に利用できるよう、交流センター等の運営・整備を

行います。 

地域コミュニティ課 

（各地域センター） 

(各地域市民福祉課) 

生涯学習課 

02 
生きがい支援施設の 

運営 

高齢者の健康づくりや趣味活動を通じた健康増進や

介護予防、ふれあいづくりを支援するため、老人福祉

センター等の生きがい支援施設の運営により、高齢者

の交流の場を提供します。 

福祉総務課 

03 
児童館・児童センターの 

運営 

児童に健全な遊び場を提供し、健康の増進と情操を豊

かにすることを目的として、児童館・児童センターを

開設するとともに、施設の適正管理に努めます。 

子育て支援課 
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第４章 施策の展開 

➋ 集まり、交流を生む居場所づくり 

地域住民が主体となり、気軽に集まり交流できる場や機会をつくることで、住民同士のコミュニ

ケーションの促進や、世代や属性を問わない交流を深め、社会的な孤立の防止や日常生活における

生きがいづくりにつなげます。 

 

■主な取組 

 項目名 内容 所管課 

01 認知症カフェの推進 

認知症の人が気軽に集える場、その家族の負担が軽減

する場、地域の人や専門的な知識を有する人との情報

共有の場として、認知症カフェを開催するほか、認知

症カフェの開設・運営を支援します。 

地域包括ケア推進課 

02 ふれあい会食会の支援 

高齢者の閉じこもりの防止、介護予防や生きがいの創

出を図るため、自治会や地区社会福祉協議会が実施す

るふれあい会食会の支援を行います。 

地域包括ケア推進課 

(市社会福祉協議会) 

03 
子ども食堂 

ネットワーク応援事業 

子ども食堂の取組を応援するため、コーディネーター

を配置するとともに、子どもへの必要な支援につなげ

るため、子ども食堂運営者や子どもの支援に関わる関

係機関等による連携会議を開催します。 

子育て支援課 

04 

老人クラブ活動を 

通じた世代間交流の 

推進 

老人クラブが取り組む、子どもたちとの交流行事や登

下校中の児童・生徒の見守り活動等を支援します。ま

た、高齢者の力を地域に活かし、高齢者の子育て支援

活動への参加を促進するため、地域の様々な団体との

連携強化や啓発・広報活動等に取り組む老人クラブ連

合会の運営費の一部を助成します。 

福祉総務課 
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施策の展開 

地域福祉を推進する活動への支援 
４ 

 

暮らしやすい地域をつくるには、多様な人々が担い手として地域での活

動に参加し、得意なことを活かし、協力し合うことが大切です。地域福祉

活動への参加促進による多様な主体の協働のきっかけづくり、各団体の活

動に対する支援に取り組みます。 

各主体ができること 

 

市民ができること 

●自分が得意なことやできることを活かし、地

域の力になれることを考えてみましょう。 

●地域活動に関する情報を積極的に収集し、

できる範囲で活動に参加しましょう。 

●賛同できる活動に対して寄附、募金などに

よる支援も考えてみましょう。 

 
地域・団体ができること 

●自治会の活動を通じて地域に住む多様な

人々とつながりを持つように働きかけまし

ょう。 

●地区社会福祉協議会や老人クラブ等、地域の

活動への参加を住民に呼びかけましょう。 

●情報を共有し、お互いの得意分野を活かした

協力関係をつくりましょう。 

   

関係機関ができること 

●身近な福祉制度や暮らしの課題について、

地域の組織・団体等へ情報提供を行いまし

ょう。 

●地域に密着した生活支援について、住民の

ニーズを把握し、協働での解決に取り組み

ましょう。 

●地域の組織・団体と連携し、地域貢献活動に

積極的に取り組みましょう。 

 
行政ができること 

●地域活動に関する効果的な情報発信を行い

ます。 

●自治会や地区社会福祉協議会、市民活動団体

等への支援を行います。 
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第４章 施策の展開 

➊ 地域福祉活動に参加しやすい環境づくり 

地域福祉について興味や関心を持ち、より身近に感じられるよう、講座やイベント等の情報発信

を行い、福祉について学ぶ機会の充実を図ることで、より多くの人が情報を手にし、気軽に地域福

祉活動に参加できる環境づくりを進めます。 

 

■主な取組 

 項目名 内容 所管課 

01 
地域活動の情報提供に 

対する支援【再掲】 

地域まちづくり推進委員会や地区社会福祉協議会の

活動内容を広く周知するため、各団体の広報紙記事作

成のための情報提供等を行います。 

地域コミュニティ課 

福祉総務課 

(市社会福祉協議会) 

02 
ホームページ等による 

情報提供 

市ホームページ等に地域まちづくり推進委員会の活

動を、市社会福祉協議会ホームページ等に地区社会福

祉協議会の活動を掲載し、地域活動の周知に努めま

す。また、幅広い世代に情報が行き届くよう、ＳＮＳ

等を活用し情報を発信します。 

地域コミュニティ課 

福祉総務課 

(市社会福祉協議会) 

 

➋ 地域組織・団体の活動に対する支援 

地域課題に対応するためには、地域における住民同士のつながりが必要であることが再認識され

ています。自治会役員や各種地域組織・団体におけるメンバーの高齢化、担い手不足、加入率の低下

等の課題への対応、活動の活性化に向け、地域組織・団体への支援を行います。 

 

■主な取組 

 項目名 内容 所管課 

01 自治会助成事業【再掲】 

地域のまちづくりにおいて最も身近な団体である自

治会の活動が活性化するよう、運営費の一部を助成し

ます。 

地域コミュニティ課 

02 自治公民館活動の推進 
地域コミュニティ活動の拠点である自治公民館の活

動に対して、運営費の一部を助成します。 
地域コミュニティ課 

03 
地域コミュニティ活動 

交付金【再掲】 

地域の課題を解決するためのまちづくり活動に取り

組む地域まちづくり推進委員会に対して、地域コミュ

ニティ活動交付金を交付します。 

地域コミュニティ課 

04 
地域福祉活動推進の 

支援【再掲】 

宮崎市社会福祉協議会が行う地域福祉活動推進にかか

る運営費や地区社会福祉協議会の活動に要する費用の

一部を助成し、地域福祉活動の活性化を図ります。 

福祉総務課 

(市社会福祉協議会) 

05 
老人クラブ活動の支援

【再掲】 

老人クラブの活動費や結成費用の一部を助成するほ

か、老人クラブの若手リーダー育成強化のための費用

の一部を助成し、活動の活性化を図ります。 

福祉総務課 
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❸ 市民活動団体等の活動に対する支援 

地域活動の活性化を図るため、市民活動団体やボランティアの活動を支援します。また、社会福

祉法人による地域貢献活動の促進に向けた取組を進めます。 

 

■主な取組 

 項目名 内容 所管課 

01 
市民活動支援基金の 

活用 

市民等からの寄附額と同額の市費が積み立てられる

「宮崎市市民活動支援基金」を活用し、市民活動団体

等が実施する事業に対して補助金を交付します。 

文化・市民活動課 

02 

市民活動センターの運営・ 

ボランティア活動の推進 

【再掲】 

市民活動団体やボランティアの総合的な支援の拠点

として、会議スペース・機材の提供や、相談・交流・

情報提供等の支援を行う「宮崎市民活動センター」を

運営します。 

また、市民活動・ボランティアの普及・啓発を図るた

め、市民・学生を対象とした講座や市民参加型のイベ

ント等を継続して開催します。 

文化・市民活動課 

03 

社会福祉法人の 

地域貢献活動に対する 

支援 

社会福祉法人に対して、必要に応じて地域貢献活動に

関連する国の通知等の周知及びその活動の実施や内

容についての助言等を行います。 

福祉総務課 

障がい福祉課 

地域包括ケア推進課 

介護保険課 

指導監査課 

保育幼稚園課 
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第４章 施策の展開 

 

 

 

 

 

  基本目標２ 

安心して暮らせるまちづくり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

互いに尊重し合い、思いやりのあるコミュニティと安

全で快適に暮らすことのできる地域をつくることは、誰

もが心豊かに暮らすために欠かせないものであり、地域

福祉のしくみづくりや効果的な取組を推進する基盤と

して、重要な役割を担っています。 

福祉サービスの充実や地域防災力の強化、都市基盤の

整備、権利擁護の推進等を通じて、誰もが安心して暮ら

せるまちづくりを目指します。 

 

施策の展開：５項目 

取組の方針：９項目 
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施策の展開 

福祉サービスの利用推進（子ども・子育て、障がい者（児）、高齢者） 
１ 

 

一人ひとりのニーズに合った多様な福祉サービスを提供するとともに、

その充実と質の向上を図ります。また、必要なときに、必要な支援を受け

ることができるよう、適切な運営に取り組みます。 

各主体ができること 

 

市民ができること 

●日頃から、福祉サービスや制度に関心を持

ち、必要なときにスムーズにサービスが受

けられるよう、情報収集を行いましょう。 

●子育て支援活動や地域の通いの場等に参加

しましょう。 

●困っている人がいたら、地域包括支援セン

ターやこども家庭センター等の相談先を教

えましょう。 

 
地域・団体ができること 

●地域全体で子育て家庭や高齢者、障がいのあ

る人を見守り、誰もが安心して暮らすことの

できる地域をつくりましょう。 

●職場や学校等で家族の介助や介護をしてい

る人がいたら、福祉サービスや制度に関する

情報を教え合いましょう。 

●困っている人がいたら、関係機関や行政につ

なげましょう。 

   

関係機関ができること 

●専門的な知識や技術を活かして、地域における

子育てや介護予防の取組に協力しましょう。 

●福祉サービスの充実に向け、ニーズの把握

に努めましょう。また、そのニーズを行政と

共有しましょう。 

 
行政ができること 

●事業者や関係団体と連携し、地域全体で子育

てをサポートする取組を推進します。 

●関係団体と連携し、障がいのある人が社会参

加できる環境・体制づくりを支援します。 

●多職種との連携や地域との連携を図りなが

ら、一体となって介護予防や自立支援等に取

り組み、制度の安定運営に努めます。 
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第４章 施策の展開 

➊ 子ども・子育て支援の推進 

子育てに関する不安や負担を解消し、安心して子育てができるための支援や地域ぐるみでの子育

て活動を促進します。また、子どもの将来が生まれ育った環境によって左右されることなく、子ど

もが健やかに成長する社会の実現を目指し、総合的な子どもの貧困対策を推進します。 
 

■主な取組 

 項目名 内容 所管課 

01 
ファミリー・サポート・ 

センターの運営【再掲】 

子育ての手助けを求める依頼会員と子育ての協力がで

きる援助会員を登録し、援助活動に関する連絡や調整を

行う「ファミリー・サポート・センターみやざき」を運

営するとともに、会員増加に向けた取組を実施します。 

子育て支援課 

02 

子ども食堂 

ネットワーク応援事業 

【再掲】 

子ども食堂の取組を応援するため、コーディネーター

を配置するとともに、子どもへの必要な支援につなげ

るため、子ども食堂運営者や子どもの支援に関わる関

係機関等による連携会議を開催します。 

子育て支援課 

03 
地域子育て支援センター 

の運営 

児童館・児童センターを含む地域子育て支援センター

において、未就学児とその保護者、妊婦を対象に、交流

の場の提供、育児不安等への相談・援助、育児に関する

情報の提供、親子講座等を実施するほか、みやざき子育

て支援センターにおいて、一時預かりを実施します。 

子育て支援課 

04 家庭児童相談事業 

家庭における子どもの養育やしつけ、児童虐待、子ど

も自身の性格や行動等、様々な悩みについて相談に応

じるため、家庭相談員等を配置し、必要な指導・助言

を行います。 

子ども家庭支援課 

05 
ひとり親家庭等学習 

支援事業 

ひとり親家庭等の子どもの学習習慣や基本的な生活

習慣を確立し、学習意欲の向上を図るため、大学生等

の学習支援員による学習支援や子どもの進学などの

相談対応を行います。 

子育て支援課 

06 
子どもの学習・生活支援

の推進 

生活困窮世帯（生活保護受給世帯を含む）の中学生、高

校生、若年層の不就学・不就労者等を対象とした、家庭

や学校以外の「居場所（名称：コラッジョ）」を設け、

日常生活習慣の形成や社会性の育成、学習支援、進路相

談等を行います。 

社会福祉第一課 
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➋ 障がい者の自立と社会参加の促進 

障がいのある人が地域で安心して暮らし、自立した生活を送ることができるよう、相談支援体制

の強化や、情報・コミュニケーション支援、就労支援等の充実を図ります。 

 

■主な取組 

 項目名 内容 所管課 

01 
障がい者基幹相談支援・ 

虐待防止センターの運営 

障がい者総合サポートセンターをはじめとする基幹

相談支援・虐待防止センターを拠点として、各種福祉

サービスの相談や利用支援等を行い、障がいのある人

とその家族の地域生活を支援します。 

障がい福祉課 

02 
障がい児への療育体制

の強化 

障がいの早期発見・早期療育と在宅障がい児等を支援

するため、医療ケアや相談部門を含む総合療育拠点と

して、総合発達支援センタ－を運営します。また、障

がいのある児童の地域での生活を支援するため、障が

いの特性や生活ニ－ズに応じた支給決定を行い、サ－

ビスを安定して提供します。 

親子保健課 

障がい福祉課 

03 
情報保障・コミュニケー

ション支援事業 

障がいのある人が情報を取得しやすくしたり、円滑に

コミュニケーションが取れるよう、当事者やその家族

等に対して支援を行い、障がい者の自立と社会参加の

促進を図ります。 

障がい福祉課 

04 
創作的活動及び 

生産活動への支援 

障がい者の自立と社会参加を図るため、創作的活動や

生産活動の機会の提供を行う生活介護、就労支援事業

所等の利用について、給付費を支給し、障がいのある

人の地域生活を支援します。 

障がい福祉課 

05 
農福連携による 

就労支援 

障がい者の施設外就労や就職の機会の確保に向け、農

業者と福祉事業所等の交流機会を創出し、福祉事業所

の農業参入支援に努めます。 

農政企画課 
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第４章 施策の展開 

❸ 介護予防・自立支援と介護保険制度の安定運営の推進 

高齢者が住み慣れた地域で可能な限り自立した生活を送ることができるよう、介護予防や自立支

援等の取組を推進するとともに、介護保険制度を将来にわたって安定的に維持していくため、質の

高い適切な介護サービスの提供や人材確保に努めます。 

 

■主な取組 

 項目名 内容 所管課 

01 地域ケア会議推進事業 

高齢者の自立支援・重度化防止、関係する専門職の資

質の向上を図るため、多職種が参加する自立支援型の

地域ケア会議において、要支援認定者等の介護予防サ

ービス支援計画やケアマネジメントを検討します。 

地域包括ケア推進課 

02 
地域包括支援センター 

の運営 

各地域の地域包括ケアシステムの中核的な機関とし

て、介護予防ケアマネジメントや包括的・継続的ケア

マネジメント、地域の総合相談窓口、高齢者の権利擁

護等を実施する地域包括支援センターを運営します。

また、地域包括支援センターの業務負担の軽減や業務

の効果的な実施のため、ＩＣＴの活用を推進します。 

地域包括ケア推進課 

03 
介護予防ケアマネジメ

ント事業 

介護予防・生活支援サービスを利用する要支援認定者

等を対象に、課題の分析を適切に行い、対象者ととも

に目標を設定したうえで、自らの健康増進や介護予防

への意識を持ちながら、目標達成に向けて取り組むた

めの介護予防サービス支援計画を検討します。 

地域包括ケア推進課 

04 一般介護予防事業 

年齢や心身の状況によって分け隔てることなくすべ

ての高齢者を対象に、心身機能の低下防止、社会活動

への参加や生きがいづくりを通じて、健康増進と自立

した生活を支援するとともに、事業の普及・啓発を図

ります。 

地域包括ケア推進課 

05 
高齢者加齢性難聴啓発 

推進事業 

難聴に関する理解促進を図り、認知症予防やフレイル

予防につなげるため、難聴に関するリーフレットの配

布や講演会の実施、補聴器購入費用の一部助成を行い

ます。 

地域包括ケア推進課 

06 
生活環境を整える 

サービスの提供 

要支援・要介護認定者を対象に、手すり設置や段差解

消等の住宅改修のほか、車いすや特殊寝台等の福祉用

具の貸与・販売を行い、自宅での自立した生活を支援

します。 

介護保険課 
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 項目名 内容 所管課 

07 介護保険適正化事業 

介護保険の適正な運営のため、事業所等が作成するケ

アプランの点検や、その質の向上を図る研修会等を実

施します。 

介護保険課 

08 
運営指導及び集団指導 

の実施 

介護保険給付の適正化やサービスの質の確保・向上を

図るため、定期的に介護サービス事業所に対する実地

による運営指導を行い、必要な指導や助言を行いま

す。また、制度改正内容や運営基準等の周知を図り、

適正な事業所運営につなげるため、集団指導を実施

し、制度周知や情報提供を行います。 

指導監査課 

09 介護人材確保対策 

介護人材の確保と定着に向けて、介護職・ケアマネジ

ャー資格取得補助事業や介護助手導入促進補助事業

を実施するとともに、事業の周知を図ります。また、

外国人の受け入れに向けた支援のあり方について検

討を進めます。 

地域包括ケア推進課 

介護保険課 
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第４章 施策の展開 

施策の展開 

地域における見守り体制の充実 
２ 

 

地域における福祉ニーズの把握や日常生活で困り事を抱える人の早期

発見、社会的孤立防止のため、見守り活動を行います。また、一人ひとり

が身近な地域でお互いを気にかけ、見守り、声をかけ合うなど、見守り体

制の充実を図ります。 

各主体ができること 

 

市民ができること 

●日頃から近所に住んでいる人のことを気に

かけ、あいさつや声かけをしましょう。 

●親族や友人と定期的に連絡を取り合うよう

にしましょう。 

●地域のイベントや行事に参加し、自分を知

ってもらいましょう。 

●悩みや困り事を抱えているときは、積極的

に声をあげ、周りに助けを求めましょう。 

●自身に心配ごとや悩みごとがあるとき、隣

近所の異変に気づいたとき、気になる人が

いたときは、民生委員・児童委員や地域包括

支援センターに相談しましょう。 

 
地域・団体ができること 

●見守りに関する情報交換会で情報を共有し

ましょう。 

●見守り対象者を地域のイベントや行事に誘

いましょう。 

●子ども、高齢者、障がいのある人等、見守りが

必要な人への理解を深め、地域で支えましょう。 

●地域で活動する他の団体や関係機関との情

報共有を行い、協力体制を築きましょう。 

●様々な方法による見守りについて、検討しま

しょう。 

   

関係機関ができること 

●専門的な知識や技術を活かして、地域で支え

合う取組や見守り活動に協力しましょう。 

●一人暮らし高齢者や障がいのある人等、支

援を必要とする人の把握に努めましょう。

また、必要な支援につなげましょう。 

●自治会や民生委員・児童委員と連携し、見守

りネットワーク活動を推進しましょう。 

 
行政ができること 

●地域全体で子ども、高齢者、障がいのある人

等を見守る住民主体の地域づくりを推進し

ます。 

●地域の組織・団体、事業所等の多様な主体によ

る身近な地域での見守り活動を推進します。 
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➊ 多様な見守りと支援体制の整備 

一人ひとりが地域の中であたたかく見守られているという実感を持てるよう、民生委員・児童委

員、福祉協力員、地域ボランティア等による見守り活動を推進するとともに、それらの活動を支援

する体制の整備を図ります。 

 

■主な取組 

 項目名 内容 所管課 

01 
見守りネット台帳の 

整備 

民生委員・児童委員を中心に行われる高齢者や障がい

のある人等の見守り活動において、見守り対象者の情

報を関係者間で共有し、活動の充実を図るため、宮崎

市社会福祉協議会が整備する見守りネット台帳の管

理費用の一部を助成します。 

福祉総務課 

(市社会福祉協議会) 

02 
福祉協力員の見守り 

活動支援 

見守り等の地域福祉活動を支えるボランティアであ

る福祉協力員に対して、その活動を地区社会福祉協議

会を通じて支援します。 

福祉総務課 

(市社会福祉協議会) 

03 
生活支援体制整備等 

事業 

多様な生活支援・介護予防サービスが提供できる地域

づくりに向けて、多様な関係団体の情報共有と連携・

協働による取組を推進するため、日常生活課題等の話

し合いや交流の場づくりを行い、住民団体や支援関係

機関等のネットワーク化を支援します。 

福祉総務課 

04 
地域包括支援センター

の運営【再掲】 

各地域の地域包括ケアシステムの中核的な機関とし

て、介護予防ケアマネジメントや包括的・継続的ケア

マネジメント、地域の総合相談窓口、高齢者の権利擁

護等を実施する地域包括支援センターを運営します。

また、地域包括支援センターの業務負担の軽減や業務

の効果的な実施のため、ＩＣＴの活用を推進します。 

地域包括ケア推進課 

05 
認知症高齢者等への 

支援体制の整備 

地域で認知症高齢者を見守る認知症サポーターの養

成を行うとともに、認知症地域支援推進員や認知症初

期集中支援チームによる、認知症高齢者やその家族に

対する地域の支援体制の強化を図ります。 

地域包括ケア推進課 
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第４章 施策の展開 

施策の展開 

災害時における要配慮者の支援 
３ 

 

地震や豪雨等の大規模な自然災害への備えは一層重要になっており、災

害時の福祉ニーズも高まっています。多くの人の参加を得ながら、いざと

いうときに支え合える地域のつながりづくりや、支援が必要な人を支える

体制づくりを進めます。 

各主体ができること 

 

市民ができること 

●いざという時に助け合えるよう、自治会に加

入するなど、近所づきあいを大切にしましょ

う。 

●家族や友人、近所の人と避難する場所につ

いて話し合っておきましょう。 

●日頃から自主的な備えや避難行動の確認を

行い、避難訓練や地域防災活動に参加しま

しょう。 

●個別避難計画を作成しましょう。 

●地震による津波や洪水による浸水など、個別

の被災リスクを確認し、対策をしましょう。 

 
地域・団体ができること 

●地域に住む高齢者や障がいのある人等、災害

時に支援が必要な人を把握しましょう。 

●過去の水害事例の共有や地域の被災リスク

を確認し、避難訓練の実施など、地震や豪雨

等の大規模災害に備えましょう。 

●防災のイベントや避難訓練に地域の要配慮

者の参加を促しましょう。 

●ご近所等の小さな単位で要配慮者の支援に

ついて、話し合いましょう。 

●自主防災組織の活動を通じて、地域住民の防

災意識の向上と地域防災力の強化を図りま

しょう。 

   

関係機関ができること 

●災害時に備え、業務継続計画（ＢＣＰ）を策

定・更新しましょう。 

●災害時に備え、行政や地域の組織・団体との

連携を強化しましょう。 

●地域防災活動に協力しましょう。 

●災害ボランティアセンターについて、災害

時に迅速な対応ができるよう体制づくりを

行いましょう。 

 
行政ができること 

●避難行動要支援者名簿の作成や提供、情報の

更新を行います。 

●個別避難計画の周知、作成を進めます。 

●地域や関係機関と避難行動要支援者につい

ての情報を共有します。 

●指定避難所の要配慮者スペースや福祉避難

所の充実を図ります。 

●地域防災力の強化を図り、災害時の支援体制

づくりを推進します。 
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➊ 備え、支え合う支援体制づくりの推進 

災害時や緊急時に互いに声をかけ合い避難できるよう、日頃から住民同士のつながりや連携を深

めます。また、地域における避難及び支援体制の整備や災害時におけるボランティア支援体制の強

化、要配慮者が安心した避難生活を送ることができるよう、福祉避難所の充実に取り組みます。 

 

■主な取組 

 項目名 内容 所管課 

01 
要配慮者防災行動 

マニュアルの普及・啓発 

災害時における「自助」「互助」の充実を図るため、出

前講座の実施や市ホームページへの掲載により、「要

配慮者防災行動マニュアル」の普及・啓発に努めます。 

福祉総務課 

02 
避難行動要支援者名簿 

の作成 

高齢者や障がいのある人等のうち、自力での避難が困

難で、円滑かつ迅速な避難行動のために特に支援を必

要とする人（避難行動要支援者）の名簿を作成・更新

します。 

福祉総務課 

03 
避難行動要支援者名簿 

情報の地域との共有 

避難行動要支援者名簿に登載された人のうち、情報提

供に同意された人の情報を、自治会、民生委員・児童委

員、地区社会福祉協議会等、日頃から地域において避難

支援を行う団体と共有します。 

福祉総務課 

(地域コミュニティ課) 

（各地域センター） 

(各地域市民福祉課) 

04 

わたしのひなん計画 

（個別避難計画）の 

作成の推進 

地域での災害時の支援体制を整備するため、避難行動

要支援者について、「いつ」「だれが」「だれと」「どこ

に」避難するかを事前に決めておく「わたしのひなん

計画（個別避難計画）」の作成を推進します。 

福祉総務課 

(地域コミュニティ課) 

（各地域センター） 

(各地域市民福祉課) 

05 
防災士活動支援事業 

補助金【再掲】 

防災士の資格取得を支援することにより、地域防災の

担い手を養成し、地域防災力の向上を推進することを

目的として防災士の資格を取得された方に「防災士資

格試験受験料」及び「防災士資格認証登録料」の助成

を行います。 

危機管理課 

06 
地域主体の避難所運営

組織の設立 

大規模災害時における円滑な避難所運営を目指し、地

域住民が主体となり、日頃から訓練や情報共有を行う

避難所運営組織の設立に取り組みます。 

危機管理課 

07 

災害ボランティアセン

ターでのボランティア

受入体制の構築 

本市と宮崎市社会福祉協議会等で組織する災害ボラ

ンティアセンター支援体制検討会議において、大規模

災害時にボランティアの受け入れ等の活動を円滑に

実施できる体制を整えるとともに、関係者の連携強化

を図り、要配慮者を含むボランティアを必要とするす

べての被災者の支援に取り組みます。 

文化・市民活動課 

(市社会福祉協議会) 

08 福祉避難所の確保・充実 

福祉避難所の充実に向け、福祉避難所の開設・運営訓

練を実施し、開設・運営マニュアルの検証、見直しを

行います。また、直接避難や開設基準等、福祉避難所

のあり方について検討を進めます。 

福祉総務課 
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第４章 施策の展開 

施策の展開 

権利が守られるまちづくりの推進 
４ 

 

誰もが地域で自分らしく生活できるよう、共生のまちづくりのさらなる

推進が求められています。一人ひとりの人権を尊重し、判断能力が十分で

ない人の権利を守る権利擁護の取組を進めるとともに、虐待やドメスティ

ックバイオレンス（ＤＶ）の防止に取り組みます。 

各主体ができること 

 

市民ができること 

●誰もが自分らしく生きることができるよ

う、地域や学校、職場において、多様な生き

方について、理解を深めましょう。 

●もしものときに備え、成年後見制度につい

て理解を深めましょう。 

●虐待やＤＶに気づくことができるよう、人

権に関する知識を深め、虐待等の疑いを発

見した場合は、速やかに関係機関に通報し

ましょう。 

 
地域・団体ができること 

●世代や属性を問わず、地域づくりや福祉活動

に参加しやすい環境をつくりましょう。 

●虐待やＤＶの防止に関する情報や相談窓口に

関する情報を地域住民に提供しましょう。 

●出前講座等を活用し、人権尊重・権利擁護に

関する地域住民の理解を深めましょう。 

 

   

関係機関ができること 

●多様な生き方に関する理解を深めましょう。 

●成年後見制度の普及・啓発と利用促進を図

りましょう。 

●権利擁護に関する知識や情報を提供し、必

要な支援につなげましょう。 

●権利擁護を必要とする人に対し、きめ細か

な支援を行いましょう。 

 
行政ができること 

●多様な生き方を尊重し、市民が個性や能力を

発揮できる環境づくり・意識啓発を行います。 

●広報媒体を活用し、人権尊重・権利擁護に関

する幅広い情報発信を行います。 

●関係機関と連携し、子どもや高齢者、障がい

のある人に対する虐待やＤＶの防止に取り

組みます。 

●宮崎市成年後見支援センターにおいて、関係

機関と連携し、成年後見制度の普及・啓発、

相談対応、利用促進及び後見人の支援を行い

ます。 
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➊ 一人ひとりの人権尊重と権利擁護の推進 

誰もが一人の人間として権利が守られ、安心して生活できるよう、市民の人権意識を高めるとと

もに、認知症や障がい等の理由で判断能力が十分でない人とその家族を支援するため、成年後見制

度の周知や利用促進を図ります。また、性的少数者の生きづらさを解消する取組や犯罪をした人の

再犯防止・社会復帰に向けた取組を推進します。 

 

■主な取組 

 項目名 内容 所管課 

01 人権啓発推進事業 
人権に関する講演会や研修会等の開催や様々な広報

手段により、人権尊重の大切さを啓発します。 
総務法制課 

02 
成年後見制度利用支援

事業 

身寄りがなく判断能力が不十分であり、契約手続きや

金銭管理等が困難である認知症の人や知的障がい・精

神障がいのある人の成年後見制度の利用を支援する

ため、成年後見等開始の申立手続きを行うほか、費用

負担が困難な人に対して、申立てや後見人報酬にかか

る費用を助成します。また、成年後見制度及び利用支

援事業の認知度向上のため、効果的な周知・広報活動

を実施します。 

地域包括ケア推進課 

健康支援課 

03 性的少数者支援事業 

当事者との意見交換を行い、ＡＬＬＹ（アライ）推進

会議で「性的少数者を理解し、支援するという考えを

持つ人」たちと話し合いながら、性的少数者の生きづ

らさを解消する施策や啓発活動を実施します。 

文化・市民活動課 

04 
更生保護活動に対する

支援 

犯罪や非行をした人の立ち直りを助け、社会復帰を支

援する保護司と保護司会の活動にかかる費用の一部

を助成するとともに、活動場所の確保に協力するなど

更生保護活動の推進を図ります。 

福祉総務課 
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第４章 施策の展開 

➋ 虐待等のない社会づくりに向けた取組の推進 

子どもや高齢者、障がいのある人に対する虐待やＤＶを防止するための取組を推進するとともに、

虐待やＤＶの早期発見・早期支援のための体制を整備します。 

 

■主な取組 

 項目名 内容 所管課 

01 
要保護児童対策 

地域協議会の運営 

関係機関が相互に情報共有し、虐待の未然防止や要保

護児童の早期発見、適切な保護の実施等、支援に関す

る協議・調整を行う要保護児童対策地域協議会を運営

します。 

子ども家庭支援課 

02 

（仮称）みやざきこども

センターを中核とした

相談支援体制の強化 

市民にとって最も身近な基礎自治体である本市が、児

童相談所を含む総合支援拠点を設置することで、児童

虐待の未然防止から緊急時の対応、さらに再発防止ま

でを一元化し、迅速かつ一貫した支援に取り組みます。 

子ども家庭支援課 

03 
高齢者ショートステイ 

事業 

養護者が一時的に不在になる場合や虐待や虐待に準

ずる行為によって生命や身体に重大な危険が生じて

いる恐れがあると認められる高齢者や身元不明の認

知症高齢者に対し、最大 30 日間を限度とし、居室の確

保及び食事の提供などを行います。 

地域包括ケア推進課 

04 
障がい者差別解消・虐待

防止対策事業 

出前講座や啓発リーフレットの配布等により、障がい

のある人への差別解消と虐待防止に取り組むととも

に、虐待に対する 24 時間通報受付体制と虐待を受け

た障がいのある人を一時的に保護する委託施設を確

保します。 

障がい福祉課 

05 ＤＶ防止啓発事業 

若年層への男女共同参画意識の普及と定着のため、市

内の中学生・高校生・大学生を対象にデートＤＶの予

防や対処法に関する講座等を実施します。 

文化・市民活動課 

06 
ドメスティックバイオ

レンス被害者支援事業 

ＤＶ被害者に対して支援活動団体が実施する電話や

面接による相談事業及び、民間シェルターの運営に要

する費用の一部を助成します。 

子育て支援課 

07 女性相談事業 

生活問題、離婚問題、ＤＶ被害等の問題や悩みを抱え

ている女性からの相談に応じるため、女性相談員を配

置し、必要な相談、助言、情報提供を行います。 

子育て支援課 

 

  



68 

施策の展開 

誰もが暮らしやすいまちづくりの推進 
５ 

 

暮らしやすく、社会参加もしやすい環境は、自分らしい生活を送るため

の基盤となります。誰もが安心して暮らせるよう、福祉サービスや各種支

援を展開します。 

各主体ができること 

 

市民ができること 

●自身の健康状態に関心を持ち、疾病予防の

知識を身につけたり、健康づくりに積極的

に取り組むなど、自身の健康を適切に管理

しましょう。 

●いざというときに備え、福祉サービスに関

する情報を積極的に収集しましょう。 

●必要な支援を活用し、いきいきとした暮ら

しを続けましょう。 

●外国人住民が地域社会に溶け込めるよう、外

国の文化や習慣への理解を深めましょう。 

 
地域・団体ができること 

●地域や団体の取組を積極的に発信し、活動の

活性化を図りましょう。 

●公民館で体操教室を実施するなど、地域ぐる

みで健康づくりに取り組みましょう。 

●事業者は、子育てや介護をしながら働く人へ

の理解を深め、積極的に支えましょう。 

●事業者は、市や医療機関と連携し、従業員の

健康診査やがん検診等の受診を促進しまし

ょう。 

   

関係機関ができること 

●医療機関は、市と連携し、健診（検診）を適

切に実施するとともに、福祉サービスに関

する情報を提供しましょう。 

●高齢者や障がいのある人等、誰もが利用しや

すいバリアフリー環境の整備を推進しまし

ょう。 

●新たな観点から、福祉サービスに対する課題

やニーズに対するサービス実施の検討に取

り組みましょう。 

 
行政ができること 

●地域包括支援センターや子育て支援センタ

ーの利用に関する情報や、福祉サービスに関

する情報の提供の充実を図ります。 

●疾病予防や早期発見、早期治療を推進します。 

●地域の実情に応じた移動支援の充実を図り

ます。 

●障がいの有無等にかかわらず、誰もが安全で

快適に生活できる環境整備を推進します。 
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第４章 施策の展開 

➊ 福祉サービスに関する情報発信の充実 

地域で様々な課題を抱える人が、課題解決につながる福祉サービスを安心して利用できるよう、

福祉サービスに関する情報発信の充実を図るとともに、わかりやすい情報提供に努めます。 

 

■主な取組 

 項目名 内容 所管課 

01 
広報紙等による 

広報活動の充実 

市政情報を広く市民へ周知するため、広報紙・ホーム

ページ・新聞のほか、市政ラジオやケーブルテレビ、

市公式ＬＩＮＥ等の多様な媒体を効果的に活用し、広

報活動の充実を図ります。 

秘書課 

02 
地域子育て支援センター 

の運営【再掲】 

児童館・児童センターを含む地域子育て支援センター

において、未就学児とその保護者や妊婦を対象に、交流

の場の提供、育児不安等への相談・援助、育児に関する

情報の提供、親子講座等を実施するほか、みやざき子育

て支援センターにおいて、一時預かりを実施します。 

子育て支援課 

03 

障がい者基幹相談支援・ 

虐待防止センターの運営 

【再掲】 

障がい者総合サポートセンターをはじめとする基幹

相談支援・虐待防止センターを拠点として、各種福祉

サービスの相談や利用支援等を行い、障がいのある人

とその家族の地域生活を支援します。 

障がい福祉課 

04 
地域包括支援センター

の運営【再掲】 

各地域の地域包括ケアシステムの中核的な機関とし

て、介護予防ケアマネジメントや包括的・継続的ケア

マネジメント、地域の総合相談窓口、高齢者の権利擁

護等を実施する地域包括支援センターを運営します。

また、地域包括支援センターの業務負担の軽減や業務

の効果的な実施のため、ＩＣＴの活用を推進します。 

地域包括ケア推進課 

05 
自立相談支援センター

の運営 

生活に困窮している人の自立を包括的・継続的に支援

する自立相談支援センターにおいて、自立に向けた相

談対応の中で、必要な情報の提供と助言を行うととも

に、家計相談支援や就労準備支援等の事業と連携し、

一体的な支援を行います。 

福祉総務課 

(市社会福祉協議会) 
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➋ 自分らしい暮らしを支える支援の充実 

各種バリアフリー化の推進や移動支援等を通じて、誰もが自由に移動でき、快適に生活できるま

ちづくりを進めるとともに、健康の保持増進への取組により、健康でいきいきとした暮らしを支え

る支援の充実を図ります。 

 

■主な取組 

 項目名 内容 所管課 

01 
重度障がい者住宅 

改修費助成事業 

在宅の重度障がい者の住環境改善のため、自宅の段差

解消やトイレ・浴室等の住宅改修費用の一部または全

部を助成し、障がいのある人やその家族の在宅生活に

おける負担の軽減を図ります。 

障がい福祉課 

02 福祉バス運行事業 

公共交通機関による移動が困難な障がい者団体の移動

を支援するため、車いす対応のリフト付き福祉バスを

運行し、スポーツやレクリエーション、各種講習会等、

障がいのある人の地域における社会活動参加を促進し

ます。 

障がい福祉課 

(市社会福祉協議会) 

03 
重度身体障がい者 

移動支援事業 

重度身体障がい者の自立や社会参加を支援するため、

車いす対応のリフト付き車両を用いて、移送サービス

を実施します。 

障がい福祉課 

(市社会福祉協議会) 

04 
特別支援教育バリア 

フリー化整備事業 

下肢等に障がいのある児童・生徒が、安全で快適な学校

生活を送れるよう、段差解消や、階段・トイレへの手す

り設置等、小・中学校のバリアフリー化を進めます。 

学校教育課 

05 
特別支援教育支援員 

配置事業 

下肢等に障がいのある児童・生徒が円滑に学校生活を

送れるよう、食事、排泄、教室移動の補助といった日

常生活の介助や、学習活動のサポートを行う「生活・

学習アシスタント」を小・中学校に配置します。 

学校教育課 

06 敬老バス事業 

バスの運賃負担を抑えられる「敬老バスカ」を交付し、

高齢者の社会参加や生きがいづくりにつながる外出

支援サービスを実施します。 

福祉総務課 

07 
コミュニティ交通 

運営支援事業 

路線バス等の公共交通を補完し、地域住民の移動手段

を確保するため、路線バスの利用が困難な地域におい

て運行するコミュニティ交通（乗合タクシー）の経費

の一部を助成します。 

総合政策課 
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第４章 施策の展開 

 項目名 内容 所管課 

08 買い物弱者に対する支援 

日常の買い物が困難な状況にある人等を支援するた

め、社会課題の解決に取り組む民間企業のビジネスを

後押しします。 

産業政策課 

09 
住宅確保要配慮者に 

対する居住支援 

住宅確保要配慮者（高齢者、被災者、障がい者、子育

て世帯等）の入居を拒まない「セーフティネット住宅」

の情報提供や居住支援協議会設置の検討など、居住支

援の充実を図ります。また、住宅に困窮する低所得者

等に対して低廉な家賃で供給する市営住宅の管理・運

営を行います。 

住宅課 

10 
優良賃貸住宅家賃 

低廉化事業 

高齢者等のためにバリアフリー化された優良な賃貸

住宅を供給するため、民間事業者が整備した賃貸住宅

に対して、家賃減額の助成を行います。 

住宅課 

11 健康施策の推進 

がんや循環器疾患（心疾患、脳血管疾患等）による健

康リスクを低減し、市民の健康寿命の延伸を図るた

め、「禁煙」「減塩」「運動」の施策を柱とした健康プロ

ジェクトを推進します。また、がんによる死亡率の減

少を目指し、がんの早期発見・早期治療につなげるた

め、宮崎市在住の対象年齢の方へ各種がん検診を実施

します。 

健康支援課 

12 
外国人住民に対する 

一元的な相談窓口の運営 

外国人住民の抱える課題の解消を図るため、就業や住

居、医療や子育て等の生活上の問題に関する相談に対

し、継続的な伴走型の助言や支援を行います。 

国際政策課 
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第４章 施策の展開 

 

 

２項目 

取組の方針：４項目 

 

  

基本目標３ 

福祉の困り事を解決するしくみづくり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

困り事が複雑化・複合化するなか、一人ひとりの抱え

る課題に寄り添い、継続的に支援していく体制づくり

や、多職種連携ネットワーク、重層的セーフティネット

の構築により、困り事の解決に取り組み、住み慣れた地

域で、必要な支援を受けながらいきいきと暮らせるしく

みづくりに向けた施策を展開します。 

 

施策の展開：２項目 

取組の方針：４項目 
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施策の展開 

孤立させない相談支援体制づくり 
１ 

 

孤独・孤立の状況を未然に防ぐため、支援を必要とする人が地域や支援

機関につながることができるよう、地域での困り事を受け止める身近な相

談窓口の設置や相談支援機関との連携を図り、孤立させない相談支援体制

づくりに取り組みます。 

各主体ができること 

 

市民ができること 

●日頃から近所の人との関わりを持ち、気に

なる人がいたら声をかけましょう。 

●支援を必要とする人に気づいたら、その人

はもとより、家族の方にも寄り添う気持ち

で接しましょう。 

●孤立しないためにも福祉サービスの支援内

容を知り、必要に応じて利用しましょう。 

●こころの病気について理解を深め、必要に応

じて相談窓口を利用し、予防に努めましょう。 

 
地域・団体ができること 

●ひきこもり状態にある人やその家族に相談

窓口や居場所について情報を提供するなど、

支援につながるきっかけを提供しましょう。 

●困り事を抱えている住民に気づいたときは、

身近な相談先を紹介しましょう。 

●生活困窮者の人権を尊重し、支援への理解を

深めましょう。 

●支援を必要とする人に気づき、当事者とその

家族に対して継続的かつ安定した関係を築

きましょう。 

   

関係機関ができること 

●行政と連携し、各種支援内容の情報発信を

行いましょう。 

●福祉に関することや、生活上の困り事など、

市民からの様々な相談に応じるとともに、

相談窓口の周知を図りましょう。 

●専門性を活かした支援を積極的に提案しま

しょう。 

●困り事の解消に向け、継続的に支援しましょう。 

●事業所間で連携し、情報共有を図りましょう。 

 
行政ができること 

●各種相談窓口や相談機関について周知する

とともに、相談しやすい環境づくりに取り組

みます。 

●関係部署や関係機関との情報共有や連携強

化を図ります。 

●深刻な悩みを抱えている人が適切な支援に

つながるよう、相談窓口の周知や相談体制の

充実を図ります。 
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第４章 施策の展開 

➊ 困難を抱える人への相談支援の充実 

地域の中で様々な困難を抱える人が身近な場で相談ができたり、相談先にかかわらず適切な支援に

つながることができるよう、相談支援体制の充実を図ります。また、制度の狭間の課題等も含めた多

様なニーズにきめ細かく対応するため、「公」と「民」のそれぞれの強みをいかした協働による取組を

進めます。 

 

■主な取組 

 項目名 内容 所管課 

01 
自立相談支援センター

の運営【再掲】 

生活に困窮している人の自立を包括的・継続的に支援

する自立相談支援センターにおいて、自立に向けた相

談対応の中で、必要な情報の提供と助言を行うととも

に、家計相談支援や就労準備支援等の事業と連携し、

一体的な支援を行います。 

福祉総務課 

(市社会福祉協議会) 

02 
生活困窮者自立相談 

支援事業等の実施 

複合的な課題を抱えて生活に困窮している相談者に

対し、関係機関等との連携を強化し、自立に向けた包

括的・継続的な寄り添い型の支援を実施します。 

福祉総務課 

(市社会福祉協議会) 

03 ひきこもり支援事業 

ひきこもり支援のための体制を整備し、ひきこもり状

態にある当事者やその家族を支援し、当事者の社会参

加を促進することで、当事者及びその家族の福祉の増

進を図ります。 

福祉総務課 

04 
ひとり親家庭等 

自立支援事業 

ひとり親等の抱える課題の解消を図るため、生活や就

業、経済上の問題に関する相談に対し、指導や助言、

支援を行います。 

子育て支援課 

05 
ひとり親キャリア 

支援事業 

ひとり親家庭等の安定就労や経済的自立を図るため、

収入増加や雇用の安定等につながる知識や技術、資格

取得に関する講座の実施、就職・転職等に関するセミ

ナーを開催します。 

子育て支援課 

06 
宮崎市ヤングケアラー

庁内会議 

ヤングケアラー及びその家族を支援するために情報

共有や連携を図ります。 
子ども家庭支援課 
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➋ かけがえのない命を支える自殺対策の強化 

自殺対策の推進により、市民一人ひとりが「かけがえのない命」を大切にし、誰も自殺に追い込ま

れることのない社会の実現を目指します。 

 

■主な取組 

 項目名 内容 所管課 

01 自殺予防対策事業 

自殺を未然に防ぐため、心に悩みを抱える方に対し、

関係機関と連携しながら、一人ひとりに寄り添った丁

寧な相談支援を行います。若年層への対策としては、

子どものＳＯＳに気づき、適切に対応できるよう、教

職員を対象とした研修を実施します。また、子ども自

身が心のストレスのサインに気づき、自らＳＯＳを発

信できるよう、児童・生徒向けに「ＳＯＳの出し方教

育」を実施します。さらに、住民や市職員、相談業務

に携わる方々を対象とした研修会等を実施し、社会全

体で自殺予防に取り組むための知識と対応力の向上

を目指します。 

健康支援課 

02 
こころつなぐライン 

相談事業 

若年層を含む幅広い年代の市民に寄り添った支援を

行うため、ＬＩＮＥやＷＥＢを活用した相談窓口を開

設し、市民が抱える悩みや心の不調の早期発見・早期

対応が可能となる相談体制を構築することで、自殺の

未然防止につなげます。 

健康支援課 
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第４章 施策の展開 

施策の展開 

包括的な支援体制の構築 
２ 

 

地域住民が抱える様々な課題や困り事を受け止めることができるよう、

身近な専門職との連携、包括的な支援体制の構築に努めます。また、行政・

関係機関・地域の組織や団体等の多機関が連携し、包括的な支援体制を深

化させ、複雑化・複合化する地域生活課題やニーズへの対応を進めます。 

各主体ができること 

 

市民ができること 

●個人の困り事は、周囲や地域の困り事につ

ながることがあります。自分や家族だけで

悩みを抱えず、市の相談窓口や市社会福祉

協議会等に相談しましょう。 

●近隣で気になる世帯がある場合は、その情

報を民生委員・児童委員や行政につなぎま

しょう。 

 
地域・団体ができること 

●日頃の見守り活動等から、住民の抱える福祉

課題の早期発見に努め、専門的な支援につな

ぎましょう。 

●地域の声を拾い、新たな課題の早期発見や対

応方法の検討に取り組みましょう。 

●地域の課題や新たなニーズへの対応に向け、

地域で活動する各団体はお互いの活動内容

を知り、それぞれの強みやネットワークを活

用しましょう。 

   

関係機関ができること 

●学校や保育所等、子どもと関わる様々な機関

と連携し、地域全体で子どもと家族を支える

環境づくりに取り組みましょう。 

●最適な支援を行うために必要な他の専門機

関への紹介を行いましょう。 

●紹介を受けた専門機関と、紹介した関係機

関は、協働し、複雑化・複合化した課題を抱

える方に支援を行いましょう。 

 
行政ができること 

●地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズに

対応するため、様々な分野との連携強化を図

ります。 

●関係機関との連携を密にし、市全体の相談支

援体制を強化します。 

●個別案件への対応や新たな課題に対するサ

ービス・支援体制について協議し、新たなニ

ーズへの対応を検討します。 

  



78 

➊ 重層的相談支援体制の整備 

地域住民の複雑化・複合化する支援ニーズに対応するため、地域福祉、高齢者福祉、障がい福祉、

児童福祉、生活困窮者に対する福祉等の各分野に関わる支援関係機関や各種資源の活用に加え、防

災・防犯、健康づくり、多文化共生、教育等の様々な分野との連携を強化し、多機関協働による重層

的相談支援体制を整備します。 

 

■主な取組 

 項目名 内容 所管課 

01 包括的な相談支援の実施 

高齢、障がい、子ども・子育て、生活困窮等の各分野

の相談支援体制の専門性を活かし、相談者の属性、世

代、相談内容等にかかわらず幅広く受け止め、適切な

支援関係機関につなぎます。 

福祉総務課 

(各支援機関担当課) 

02 多機関協働事業の実施 

制度の狭間にあり、多機関との役割分担が必要なケー

スについて、多機関連携のための総合調整を行うとと

もに、重層的支援会議を実施し、情報共有や役割分担

を行いながら必要な支援につなげます。 

福祉総務課 

03 
アウトリーチを通じた

継続的支援の実施 

既存の制度では支援が届いていない人に対し、支援関

係機関等が積極的に働きかける（アウトリーチ等）こ

とにより、本人と「つながり続ける」伴走型支援を行

います。 

福祉総務課 

(各支援機関担当課) 

04 社会参加の支援の実施 

ひきこもり等により長期間就業していない方に対し、

既存の就労準備支援事業の活用のほか、ＮＰＯや協力

企業といった関係機関と連携し、中間的就労や職場体

験、ボランティア等の社会参加の場を創出します。 

福祉総務課 

(市社会福祉協議会) 
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第４章 施策の展開 

本市では、2026 年度から、制度や分野の枠を超えて人と支援をつなぐ包括的な支援体制として、

「つなぐみやざきサポート体制（重層的支援体制整備事業体制）」に移行します。 

この体制は、地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズに対応するため、包括的相談支援、多機関

協働による継続的な支援（アウトリーチ等を含む）、社会参加や地域づくりに向けた支援を一体的に

実施するものです。 

今後は、地域包括支援センター、基幹相談支援センター、こども家庭センター、自立相談支援セン

ター等の支援関係機関を中心に、庁内関係課、市社会福祉協議会、民生委員・児童委員等と連携し、

情報共有や支援調整の仕組みを整備しながら、制度の狭間にある課題にも対応できる体制づくりを

進め、誰もが安心して暮らし続けられる地域共生社会の実現を目指します。 

  

❶包括的相談支援事業 
相談の受け止め 

つなぐみやざきサポート体制 
（重層的支援体制整備事業体制） 

地域包括支援センター 

基幹相談支援センター 

こども家庭センター 

自立相談支援センター 

❷多機関協働事業 

 
関係機関の役割を整理、支援の方向性を示す。 

【庁内各課】 

、 、 、 

社会福祉第一・二課、子育て支援課、 

、健康支援課、地域保健課 等 

医療機関 

相談支援事業所 

市社会福祉協議会 

訪問看護事業所 

ヘルパー事業所 

居住支援法人 

民生委員・児童委員 
情報提供・支援 

●各地区社会福祉協議会の支援 

●地域活動支援センター運営 

●子育て支援センター運営 

●

見守り 

支え合い 
居場所の確保 

➍社会参加の支援 
❸アウトリーチ等を 

継続的な伴走による支援 

❺地域づくりに向けた支援事業 

就労準備支援 

ボランティア 等 

訪問 

困り事キャッチ 

相

談 

対象者の状況に応じて支援 

協力・連携 

生活支援 

つなぎ役 

市民 
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➋ 多職種連携による支援ネットワークの強化 

地域の福祉課題が複雑化・複合化するなか、課題を抱える人が必要な支援を受けられるよう、ま

た、複合的な課題を抱える人や制度の狭間にいる人が取り残されることのないよう、多職種の専門

職や地域関係者間の連携による支援ネットワークの構築・強化を図ります。 

 

■主な取組 

 項目名 内容 所管課 

01 
多職種・地域関係者間に

おける連携体制の構築 

各分野の相談機能の充実を図るなかで、多職種の専門

職や地域関係者等の連携・協働、課題解決に向けたネ

ットワークの構築・強化を図ります。 

福祉総務課 

02 

多職種による連携など

を踏まえた福祉人材の

育成 

医療・介護の専門職助言者が参画する自立支援型地域

ケア会議などを通した多職種連携を強化するととも

に、自立支援・重度化防止の観点からケアマネジメン

ト力向上につながる様々な研修に取り組みます。 

地域包括ケア推進課 

03 多職種連携の推進 

適切かつ多様な医療サービスを提供するため、医師や

歯科医師、薬剤師、看護師、理学療法士、作業療法士、

管理栄養士、介護支援専門員等、地域の実情に応じた

多職種連携を推進します。 

保健医療課 

地域保健課 

 

 


